
第50期　計　算　書　類

自　2021年 4月 1日

至　2022年 3月31日

貸 借 対 照 表

個 別 注 記 表

九州フォーミング株式会



（単位：円）

金　　額 金　　額

286,571,812 156,953,087

現 金 及 び 預 金 241,595 電 子 記 録 債 務 20,430,259

預 け 金 89,346,208 買 掛 金 89,275,426

電 子 記 録 債 権 50,313,897 未 払 金 117,805

売 掛 金 109,129,346 未 払 費 用 24,439,885

仕 掛 品 7,910,592 未 払 法 人 税 等 123,520

原 材 料 21,745,553 未 払 消 費 税 7,024,000

貯 蔵 品 7,549,941 前 受 金 343,882

前 払 費 用 69,979 預 り 金 731,310

未 収 入 金 264,701 賞 与 引 当 金 14,467,000

240,297,991 30,393,562

216,708,824 退 職 給 付 引 当 金 26,973,562

建 物 37,953,792 役 員 退 職 慰 労 引 当金 3,420,000

構 築 物 215,462

機 械 及 び 装 置 143,137,807 負　債　合　計 187,346,649

　　 車 両 及 び 運 搬 具 2

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 3,849,687 株　主　資　本 339,523,154

土 地 31,552,074 資　本　金 30,000,000

4,786,167 利益剰余金 309,523,154

ソ フ ト ウ ェ ア 4,786,167 利益準備金 7,500,000

18,803,000 その他利益剰余金 302,023,154

繰 延 税 金 資 産 17,193,000 　繰越利益剰余金 302,023,154

そ の 他 の 投 資 等 1,610,000

純　資　産　合　計 339,523,154

資　　産　　合　　計 526,869,803 負債及び純資産合計 526,869,803

貸 借 対 照 表

（２０２２年　３月３１日現在）

科　　　目 科　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　原材料は総平均法による原価法、仕掛品及び貯蔵品は個別法による原価法。

　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　　有形固定資産については定額法を採用しております。

　（３）引当金の計上基準

賞与引当金

　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支払に備えるため、支払に関する内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

　（４）収益及び費用の計上基準

　　製品の引渡し時点において顧客が支配を獲得し、履行義務を充足していると判断していますので、

　　当該引渡し時点で収益を認識することになりますが、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

　　通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　（５）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を

当会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

３．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 510,209,182 円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　（単位：株）

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数

普通株式 60,000 60,000

　（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当 　　　　　　　２０２１年６月１８日　定時株主総会の決議による。

株式の種類 　配当金の総額（円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

普通株式 18,537,000  309  2021年3月31日 2021年6月21日

５．税効果会計に関する注記

　（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であります。


